
Google Workspace 動画ラーニングサービス 利用規約 

 
 

第１条（定義） 

本契約において使用する用語の意義は、次の各号に定めるとおりとします。 

（１）「本契約」とは、本サービスの利用に関する当社と契約者との間の契約をいいます。 

（２）「本規約」とは、Google Workspace 動画ラーニングサービス利用規約をいいます。 

（３）「当社」とは、ダイワボウ情報システム株式会社をいいます。 

（４）「販売店」とは、ダイワボウ情報システム株式会社を通じて本サービスを提供する者をいいま

す。 

（５）「契約者」とは、当社との間で本契約を締結して本サービスを利用する者をいいます。 

（６）「アカウント」とは、利用者として本サービスを利用する資格をいい、契約者が Google LLC 

と契約して保有し利用者に付与する Google Workspace のアカウントと共通するものとします。 

（７）「Google Workspace」とは、Google LLC が提供するグループウェアツールをいいます。 

（８）「本サイト」とは、本サービスが提供される当社管理に係るウェブサイトをいいます。 

（９）「本サービス」とは、当社が「Google Workspace 動画ラーニングサービス」という名称で提供

する、Google Workspace の活用方法を解説するコンテンツをストリーミング動画、テキスト又は画像

にて配信するサービスをいいます。 

（10）「本仕様」とは、本サービスのユーザーインターフェース、機能、利用方法、対応端末、対応

ブラウザ、対応時間、その他の要素に係る当社所定の仕様をいいます。 

（11）「本コンテンツ」とは、本サービスにおいて当社が配信するストリーミング動画、テキスト又

は画像をいいます。 

（12）「受講」とは、本コンテンツを利用者管理に係るデバイス上で表示する方法で受講することを

いいます。 

（13）「代金」とは、本サービスを利用するために契約者が支払う、本サービスに係る対価をいいま

す。 

（14）「知的財産権等」とは、著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、不正競争防止法上の

権利、その他一切の財産的若しくは人格的権利をいいます。 

 
第２条（適用範囲） 

１ 本契約は、本契約において当社と契約者とに適用されます。 

 
第３条（申込） 

１契約者は、本規約の全ての内容に同意した上で、当社所定の方法により、本サービスの利用の申込み

を行うものとします。なお、本契約は、契約者が保有する１つのドメイン単位で締結されます（すなわ

ち、契約者が複数のドメインを保有する場合、ドメイン毎に別途本契約を締結する必要があります。）。 

２ 契約者は、申込み時に登録する情報が全て正確であることを保証します。当該登録する情報が不正確

であることにより契約者に生じる損害について、当社は一切の責任を負いません。 

３ 当社は、当社所定の基準により、契約者の申込みの可否を判断し、これを認める場合には、契約者に

対し、その旨を当社所定の方法で通知します。当社が当該通知をすることにより、本契約が成立します。 

４ 当社は、契約者が以下のいずれかに該当する場合はその申込みを認めないことがあります。なお、当

社は、上記判断に関する理由を開示する義務は負いません。 

（１）当社所定の方法によらずに本サービスの利用の申込を行った場合 

（２）登録する情報の全部又は一部につき、虚偽、誤記又は記載漏れがあった場合 

（３）本規約に違反するおそれがある場合 

（４）過去に本規約に違反した者又はその関係者である場合 

（５）その他当社が申込を妥当でないと判断した場合 
 



 

第４条（支払） 

１ 契約者は、当社又は販売店に対し、本サービスの対価として、代金を、支払うものとする。支払方法

及び支払期日については、当社又は販売店が定める方法に従い支払うものとします。なお、銀行振込手数料そ

の他支払に要する費用は、契約者の負担とします。 

２ 利用者契約者が代金の支払を遅延した場合、年１４．６％の割合による遅延損害金を当社に支払うも

のとします。 

 
第５条（本サービス） 

１ 本サービスは、契約者がオンラインで配信される本コンテンツを受講することを概要とするものです。

本仕様の詳細は、当社が別途定めるものとします。 

２ 契約者は、本サービスを利用する前提として、Google LLC と契約して Google Workspace のアカウン

トを保有する必要があります。その理由を問わず契約者が Google Workspace のアカウントを失った場

合、本サービスを利用することができなくなりますが、その場合でも契約者は代金の支払義務を免れま

せん。 

３ 当社は、本サービスの内容の追加、削除等の変更を、適宜に行うことがあり、契約者は、これを承諾

します。 

４ 契約者は、本サービスに関して、あくまでも当社の保有するノウハウを学ぶ場を提供するものである

ことを理解します。当社は、善良なる管理者の注意義務に従って本サービスを実施する限りの責任を負

うものとし、契約者は、本サービスで学んだ当社のノウハウを参考に、自己の責任の下で課題の解決に

取り組むものとします。 

 
第６条（再委託） 

１ 当社は、当社の責任において、本サービスの実施の一部を第三者に再委託することができます。 

２ 当社は、再委託先に対して、本契約に基づく自己の義務と同内容の義務を負わせるものとし、再委

託先の行為に関して、自ら本サービスを実施した場合と同様の責任を負うものとします。 

 
 

第７条（禁止行為） 

契約者は、以下の各号のいずれかに該当し又は該当すると当社が判断する行為をしてはならないものと

します。 

（１）本サービスを不正の目的をもって利用する行為 

（２）本コンテンツを全部又は一部を問わず内容を改変する行為 

（３）本コンテンツ（改変したものも含めて）を全部又は一部を問わず第三者に提供する行為 

（４）本コンテンツを録音、録画、撮影する行為 

（５）本サービスの運営・維持を妨げる行為 

（６）本サービスの信用を毀損する行為 

（７）他の契約者又は第三者になりすます行為 

（８）契約者と雇用関係又はそれに類する関係にある者以外に本サービスを利用させる行為 

（９）法令に違反する行為 

（10） 犯罪に関連する行為 

（11） 公序良俗に反する行為 



（12） 所属する業界団体の内部規則に違反する行為 

（13） 当社、他の契約者、又は第三者の知的財産権等、プライバシー権、名誉権、信用、肖像権、その

他一切の権利又は利益を侵害する行為 

（14） 前各号の行為を直接又は間接に惹起し又は容易にする行為 

（15） 前各号の行為を利用者が行うことを看過する行為 

（16） その他、当社が不適切と判断する行為 

 
 

第８条（知的財産権等） 

本コンテンツを含む本サービスの知的財産権等は、全て当社又はGoogle LLCに帰属します。本契約の

締結は、本サービスに関する当社又はGoogle LLCの知的財産権等に関し、本コンテンツを受講する範囲

を超えて、契約者に対して、いかなる権利も許諾するものではありません。 

 
第９条（第三者の権利侵害） 

１ 本サービスが第三者の知的財産権等を侵害するものであるとして、第三者との間で紛争が生じた場合、

当社及び契約者は、直ちにこれを相手方に通知するものとします。 

２ 契約者は、前項の紛争の処理にあたり、当社及び販売店に対し、実質的な参加の機会及び紛争を処理

するために必要な権限を与え、並びに必要な協力を行うものとします。 

３ 第１項の紛争によって契約者に生じた損害について、当社は、本契約に定める範囲内で、これを賠償

するものとします。ただし、当該紛争が契約者の責めに帰すべき事由により生じた場合、当社は一切責

任を負わないものとします。 

４ 前項に拘らず、契約者が本条第１項又は第２項に違反した場合、当社は一切責任を負わないものとし

ます。 

 

第１０条（非保証） 

当社は、次の各号につき、いかなる保証も行うものではありません。さらに、契約者が当社から直接又

は間接に、本サービスに関する情報を得た場合であっても、当社は、契約者に対し、本契約において規

定されている内容を超えて、いかなる保証も行うものではありません。 

（１）本サービス及び本コンテンツで得られる情報が最新で正確かつ過不足なく完全であること 

（２）本サービス及び本コンテンツで得られる情報が契約者の特定の目的に適合し、有用であること 

（３）本サービス及び本コンテンツで得られる情報が契約者に適用のある法令、業界団体の内部規則等

に適合すること 

 
第１１条（中断等） 

１ 当社は、次の各号に定める事由が生じた場合、一切責任を負うことなく、当社が必要と判断する期間、

本サービスを変更（本コンテンツの内容の変更を含み、かつこれに限りません。）、中断、制限又は終了

する措置を講じることができるものとし、これによって契約者に生じたいかなる損害についても、一切

責任を負いません。また、その場合でも契約者は、当該措置を講じられている期間の本サービスに係る

代金の支払義務を免れません。 

（１）契約者が、本サービスの代金の全部又は一部を未払いの場合 

（２）契約者が、第７条（禁止行為）に定める禁止行為を行った場合 

（３）前各項の他、契約者が、本規約のいずれかの条項に違反した場合 



（４）当社の事業上の理由、本仕様の変更、システムの過負荷・不具合・メンテナンス、法令の制定改

廃、天災地変、停電、通信障害、不正アクセス等により、本サービスを変更、中断、制限又は終了する

必要がある場合 

２ 当社は、前項の変更、中断、終了にあたっては、事前に予告するよう務めます。ただし、緊急やむを

得ない場合は、この限りでありません。 

 
第１２条（不可抗力） 

当社は、システムの過負荷・不具合・メンテナンス、法令の制定改廃、天災地変、停電、通信障害、不

正アクセス等、当社の責によらない不可抗力に基づく事由により契約者に生じたいかなる損害について

も、一切責任を負いません。 

 
第１３条（紛争処理及び損害賠償） 

１ 契約者は、故意又は過失により本契約に違反し、当社に損害を与えた場合、これを賠償するものとし

ます。 

２ 契約者が、本サービスに関連して第三者との間で紛争が生じた場合、契約者の費用と責任において、

当該紛争を処理するものとします。 

３ 当社は、本サービスの実施に際して、自己の故意又は過失により契約者に損害を与えた場合について

のみ、これを賠償するものとします。本規約における当社の各免責規定は、当社に故意又は過失が存す

る場合には適用しません。 

４ 当社が契約者に対して損害賠償義務を負う場合（前項の場合又は法律の適用による場合等）、賠償すべ

き損害の範囲は、契約者に現実に発生した通常の損害に限る（逸失利益を含む特別の損害は含まない。） も

のとし、賠償すべき損害の額は、本契約の解除又は解約の有無を問わず、賠償請求の直接の原因となっ

た個別の本サービスに関する代金相当額を限度とします。なお、本条は、債務不履行、瑕疵担保責任、原

状回復義務、不当利得、不法行為その他請求原因を問わず、全ての損害賠償等に適用されるものとしま

す。 

 
第１４条（契約期間） 

１ 本契約の期間は、別段の合意のある場合を除き、本契約成立日が属する月の翌月初日から起算して

１年間とします。 

２ 本契約の期間満了日までに、当社又は販売店を経由して本契約の更新を合意した場合、本契約は１

年間更新されるものとし、以降も同様とします。 

 
第１５条（期限の利益喪失・解除） 

１ 契約者が本契約に違反し、当社が相当期間を定めて催告したにも拘わらず是正されない場合には、

契約者の本契約上の債務は期限の利益を失い、当社は、直ちに本契約を解除することができます。 

２ 契約者が次の各号の一に該当した場合には、何らの催告なくして、契約者の本契約上の債務は期限

の利益を失い、当社は、直ちに本契約を解除することができます。 

（１）信用状態が悪化した場合 

（２）事業の継続が困難になった場合 

（３）実質的支配関係が変化し従前の事業主体との同一性が失われた場合 

（４）当社に対する重大な背信行為があった場合 



（５）第７条（禁止行為）に違反した場合 

（６）その他、当社が本サービスの利用を適当でないと判断した場合 

３ 当社が本条による解除を行う場合でも、契約者は、本コンテンツの受講の有無を問わず、代金全額

の支払義務を免れないものとします（既に代金を支払済みの場合、当社はこれを契約者に返還しないも

のとします。）。 

 
第１６条（解約） 

契約者は、本契約成立後といえども、いつでも本契約を解約することができます。その場合でも契約者

は、本コンテンツの受講の有無を問わず、予定された本契約の契約期間における代金全額の支払義務を

免れないものとします（既に代金を支払済みの場合、当社はこれを契約者に返還しないものとします。）。 

 
第１７条（反社会的勢力との関係排除） 

１ 本条において「反社会的勢力」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいいます。 

（１）暴力団及びその関係団体又はその構成員 

（２）暴力、威力又は詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する団体又は個人 

（３）その他、前各号の該当者に準ずる者 

２ 契約者は、次の各号に定める内容について、表明し、保証するものとします。 

（１）自らが反社会的勢力に該当せず、かつ将来に渡っても該当しないこと 

（２）自らが反社会的勢力と不適当な関係を有さず、かつ将来に渡っても不適当な関係を有しないこと

３ 当社は、契約者が前項に違反した場合、契約者に対して、催告なくして、本契約の全部又は一部を

解除することができます。その場合でも、契約者は契約者に対して、予定された本契約の契約期間にお

ける代金全額の支払義務を免れないものとします（既に代金を支払済みの場合、当社はこれを契約者に

返還しないものとします。）。 

４ 契約者が第２項に違反した場合、契約者は、当社に対して負っている債務の一切について期限の利

益を失い、直ちに当社に対する全ての債務の履行をしなければなりません。 

５ 当社は、本条に基づき行った行為により契約者に生じた損害について、一切責任を負わないものと

します。 

 
第１８条（連絡） 

１ 当社から契約者への連絡は、書面の送付、電子メールの送信、又は本サイトへの掲載等、当社が適当

と判断する手段によって行うものとします。当該連絡が、電子メールの送信又は本サイトへの掲載によ

って行われる場合は、インターネット上に送信された時点で契約者に到達したものとします。 

２ 契約者から当社への連絡は、当社所定の問合せ窓口宛に行うものとします。当社は、当社所定の問合

せ窓口以外からの問い合わせについては、対応を行う義務は負いません。 

 
第１９条（完全合意） 

本規約は、本契約に関連する当社及び契約者の完全なる合意を構成し、本契約の締結以前に当社及び契

約者間でなされた本契約に関連するいかなる口頭又は書面による合意も、全て本規約に取って代わられ

ます。 

 
第２０条（管轄） 



本サービスに関連して契約者と当社の間で紛争が生じた場合、大阪地方裁判所を第一審の専属的合意管

轄裁判所とします。 

 
第２１条（規約の変更） 

１ 当社は、以下のいずれかの場合に、本規約をいつでも任意に変更することができます。 

（１）本規約の変更が、契約者の一般の利益に適合するとき 

（２）本規約の変更が、本契約を締結した目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の相当性、変

更の内容その他の変更に係る事情に照らして合理的なものであるとき 

２ 当社は、前項による本規約の変更にあたり、本規約の変更の効力発生日の１ヶ月前までに、変更す

る規定の内容及び変更の効力発生日を、本サイトに掲載する方法により、これを周知します。 

３ 契約者が本規約の変更を同意しない場合、第１６条（解約）の定めに従い、本契約を解約するものと

します。契約者が、変更の効力発生日までに本契約を解約しない場合、本規約の変更に同意したものと

みなします。 

 

以上 

2022年3月1日 制定 


